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デジタル人材育成事業様式集





(様式1)	参加表明書
(様式2)	参加辞退届
(様式3-1)	参加表明書受理票
(様式3-2)	    提案書類受理票
(様式4)	質問書
(様式5)	企画提案書
(様式6)　　　　　 事業実績書
(様式7)	見積内訳書


（様式１）



参加表明書



　事業の名称　デジタル人材育成事業
　　　　　　　



  標記事業の企画提案書に基づく選定に関して、参加を表明します。


                              　                令和 ７　年 　 月    日


　（宛先）

防府市長　池　田　豊



（提出者）住所
                         

電 　話


商号又は名称


代表者  　　　　　　　　　　　　　    印



（担当者）担当部署


氏　 名


電 　話


ＦＡＸ


E-Mail

（様式２）
参加辞退届


　　事業の名称　　デジタル人材育成事業


　　この度、標記事業に係る企画提案の参加表明書を提出しましたが、都合により参加を辞退します。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　令和　７　年　　月　　　日


　（宛先）
　防府市長　池　田　豊


（提出者）住所
                         

電 　話


商号又は名称


代表者  　　　　　　　　　　　　　    印



（担当者）担当部署


氏　 名


電 　話


ＦＡＸ


E-Mail
（様式３－１）

参　加　表　明　書　受　理　票

	受付
	




提出者　
　　　　商号又は名称　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　代表者役職・氏名 　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　


　　　　　　　　　　　　　　　　　防府市産業振興部商工振興課
　　　　　　　　　　　　　　　　　　〒747-8501
　　　　　　　　　　　　　　　　　　防府市寿町７番１号
　　　　　　　　　　　　　　　　　　電　話　0835-25-2574
　　　　　　　　　　　　　　　　　　ＦＡＸ　0835-25-2108


　「デジタル人材育成事業」の参加表明書を受領いたしました。
　
※提出者の商号又は名称、代表者役職・氏名を記入してください。本票は受付後、提出者に返却します。

（様式３－２）

提　案　書　類　受　理　票

	受付
	


提出者　
　　　商号又は名称　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　代表者役職・氏名 　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　


　　　　　　　　　　　　　　　　　防府市産業振興部商工振興課
　　　　　　　　　　　　　　　　　　〒747-8501
　　　　　　　　　　　　　　　　　　防府市寿町７番１号
　　　　　　　　　　　　　　　　　　電　話　0835-25-2574
　　　　　　　　　　　　　　　　　　ＦＡＸ　0835-25-2108

　「デジタル人材育成事業」の提案書類を受領いたしました。

受付書類
□　企画提案書　　　　　　　（正本１部）
□　見積書　　　　　　　　　（正本１部）
□　企画提案書　　　　　　　（審査用6部）
□　見積書　　　　　　　　　（審査用6部）



※提出者の商号又は名称、代表者役職・氏名を記入してください。本票は受付後、提出者に返却します。なお、企画提案書、見積書を提出した後に、差し替え、変更は一切認めません。

（様式４）
質　問　書

　商号又は名称

　代表者氏名

	質問内容
	質問理由

	
	

	事務所の名称・所在地および担当部署
	

	担当者氏名
	

	連絡先（電話）
	

	E-Mail
	





（様式５）


企画提案書



（事業名）デジタル人材育成事業


  標記事業について企画提案書を提出します。


                                　                令和 ７ 年    月    日


  （宛先）

防府市長　池　田　豊
　



（提出者）住所
                         

電 　話


商号又は名称


代表者  　　　　　　　　　　　　　    印



（担当者）担当部署


氏　名


電　話


ＦＡＸ


E-Mail


（様式６）
事業実績書



３年以内の実績

	
	１
	２
	３

	 事　　業　　名
	
	
	

	 履　行　期　間
	～
	～
	～

	機関名
※自治体との契約の場合は、自治体名
	
	
	

	参加人数
	
	
	

	事業実施における
内容及び特徴的な
事項

	
	
	




・就労を目的とした講座や、幅広いデジタルスキルの習得を目的として実施したものを記載すること。（スマホ教室、ＳＮＳ活用講習等、限定的な内容のものは対象外とする。）
・本市と同等以上の規模で実施したものを記載すること。

記載欄が不足する場合は、コピーすること。
インターネットで公開している場合は、そのURLを記載すること。


（様式７）

見　積　内　訳　書

（宛先）

防府市長　池　田　豊


　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　所　在　地
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　商号又は名称
代表者氏名　　　　　　　　　　　　㊞

デジタル人材育成事業について、下記のとおり見積内訳書を提出します。

記

	内訳
	金額内訳(円)

	１　人件費
	

	２　会場使用料
	

	３　管理費
	

	４　その他
	

	５　合計額
	



※金額内訳欄は、消費税及び地方消費税を除いた額を記載してください。
	


